
   明石市中小企業者温室効果ガス排出量可視化支援事業補助金交付要領 

（趣旨） 

第１条 この要領は、市内の事業所等の温室効果ガス排出量の削減を促進するため、

自社の温室効果ガスの排出量を算定・把握するシステム（以下「可視化システム」

という。）を利用する中小企業者に対し、予算の範囲内でその経費の全部又は一部

を補助することに関し、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。 

(１) 事業所等 本店、事業所、事務所又は工場をいう。 

(２) 中小企業者 中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条第１項

各号のいずれかに掲げる者をいう。 

(３) Ｓｃｏｐｅ１排出量 事業者自らが直接的に排出する温室効果ガスの量を

いう。 

(４) Ｓｃｏｐｅ２排出量 他者から供給される電気又は熱の使用に伴い間接的

に排出する温室効果ガスの量をいう。 

 （補助対象者） 

第３条 この要領による補助金（以下「補助金」という。）の交付の対象となる者（以

下「補助対象者」という。）は、中小企業者であって、市長が別に定める基準に従

い登録されたものとする。 

 （補助対象事業） 

第４条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、次の

各号に掲げるすべての要件に該当するものとする。 

(１) 市内の事業所等から排出される温室効果ガスの排出量を算定・把握するた

め可視化システム（Ｓｃｏｐｅ１排出量及びＳｃｏｐｅ２排出量が算定・把握

できるものに限る。）を導入する事業であること。 

 (２) 第６条による申請（以下「交付申請」という。）を行った日の属する年度に

おいて、可視化システムの利用を開始すること。 

 (３) ３か月以上連続して可視化システムを利用して、市内の事業所等から排出

される温室効果ガスの排出量を算定・把握すること。 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は、別表のとおりとする。 

（補助金の交付の申請） 



第６条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、市長が別

に定める期間内に、交付申請書に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなけれ

ばならない。 

(１) 可視化システムの仕様が確認できる書類 

(２) 契約内容が確認できる書類 

(３) 可視化システムの月額利用料が確認できる書類 

(４) 交付申請を行った日前３か月以内に発行された申請者に係る登記事項証明

書（申請者が法人でない場合にあっては、申請者が事業者であることが確認で

きる書類） 

(５) 可視化システムの算定・把握の対象となる事業所等の位置図 

(６) その他市長が必要と認める書類 

２ 同一年度内において、同一の申請者が行う交付申請は１回を限度とする。 

（補助金の交付の決定） 

第７条 市長は、交付申請を受けたときは、これを審査の上、補助金の交付の可否

を決定し、その結果を申請者に通知するものとする。 

（事業内容の変更） 

第８条 前条の規定による補助金の交付の決定（以下「交付決定」という。）を受け

た者（以下「補助金交付決定者」という。）は、当該交付決定の内容を変更しよう

とするときは、変更交付申請書に市長が必要と認める書類を添えて、市長に提出

しなければならない。ただし、軽微な変更である場合は、この限りでない。 

２ 市長は、前項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、これを承

認したときは、その旨を変更承認通知書により、補助金交付決定者に通知するも

のとする。 

（事業の中止） 

第９条 補助金交付決定者は、補助対象事業を中止するときは、速やかに中止届出

書を市長に提出しなければならない。 

（実績報告） 

第１０条 補助金交付決定者は、市長が別に定める日までに実績報告書に次に掲げ

る書類を添えて、市長に報告しなければならない。ただし、第６条第１項の規定

により提出された書類をもって代えることができると市長が認める場合は、当該

書類の添付を省略することができる。 

(１) 補助対象経費の支払を証明する書類 

 (２) 国、地方公共団体等からの補助金の額が確認できる書類（国、地方公共団



体等から補助金を受ける場合に限る。） 

(３) その他市長が必要と認める書類 

（補助金の額の確定及び交付） 

第１１条 市長は、前条の規定による報告を受けたときは、これを審査し、交付決

定の内容に適合すると認めるときは、交付すべき補助金の額を確定し、補助金交

付額確定通知書により通知するものとする。 

２ 市長は、当該補助金交付決定者からの請求に基づき、前項の規定により確定し

た補助金を交付する。 

３ 前項の請求は、請求書により行うものとする。 

（補助金交付の決定の取消し等） 

第１２条 市長は、補助金交付決定者が次の各号のいずれかに該当すると認められ

る場合は、交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

(１) 虚偽又は不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

(２) この要領の規定に違反したとき。 

(３) その他市長が適当でない者と認めたとき。 

２ 前項の規定により市長が交付決定を取り消した場合において、当該取消しに係

る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、補助金交付決定者は、市長

が定める期限までにこれを返還しなければならない。 

（協力） 

第１３条 市長は、補助金交付決定者に対して、必要に応じて対象事業の効果に関

するデータの提供又は地球温暖化対策に係る普及啓発事業等への協力を求めるこ

とができるものとする。 

（補則） 

第１４条 この要領に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則（令和８年７月２９日制定） 

この要領は、制定の日から施行する。 

別表 

補助対象経費 補助対象期間 補助金の額 

可視化システムの月額

利用料（消費税及び地方

消費税相当額を除く。） 

導入日の属する年度内の

最長６か月間 

補助対象経費の額から国、地

方公共団体等による補助金の

額を控除した額／月（上限１

万円／月とする） 

※１，０００円未満の端数は

切捨て 
 


